
［最終集計］ 　　　　　　　（一社）静岡県経営者協会

金    属    製    品 6 社 8,312 円 2.91 ％ 6,822 円 2.43 ％

一    般    機    械 7 社 10,136 円 3.40 ％ 6,542 円 2.22 ％

電    気    機    器 7 社 9,848 円 3.14 ％ 6,672 円 2.14 ％

輸  送  用  機  器 15 社 13,034 円 4.01 ％ 3,662 円 3.59 ％

食              　　品 6 社 2,769 円 0.99 ％ 3,344 円 1.24 ％

紙   ・   パ  ル  プ 4 社 9,337 円 3.57 ％ 5,044 円 1.83 ％

化   学  ・  ゴ   ム 4 社 11,872 円 3.92 ％ 8,295 円 2.81 ％

そ の 他  製 造 業 10 社 9,744 円 2.81 ％ 6,144 円 1.86 ％

10,527 円 3.27 ％ 5,572 円 2.22 ％

( 8,683 ) ( 2.99 ) ( 5,884 ) ( 2.10 )

商                 業 19 社 12,496 円 4.33 ％ 6,197 円 2.18 ％

運                 輸 12 社 4,717 円 1.97 ％ 4,492 円 1.91 ％

建　　          　設 18 社 9,202 円 3.17 ％ 5,615 円 2.00 ％

その他 非製造業 19 社 9,579 円 3.34 ％ 5,149 円 1.80 ％

10,195 円 3.63 ％ 5,602 円 1.80 ％

( 8,865 ) ( 3.08 ) ( 5,518 ) ( 1.96 )

10,416 円 3.38 ％ 5,582 円 2.15 ％

( 8,780 ) ( 3.04 ) ( 5,688 ) ( 2.03 )

１０００人以上 16 社 11,378 円 3.54 ％ 5,754 円 2.29 ％
５００～９９９人 19 社 8,542 円 3.01 ％ 5,478 円 1.96 ％
３００～４９９人 16 社 7,691 円 2.63 ％ 3,810 円 1.31 ％
１００～２９９人 31 社 9,258 円 3.22 ％ 6,268 円 2.22 ％
１００人未満 45 社 8,370 円 2.83 ％ 6,488 円 2.28 ％

（注） ①調査対象628社

②調査票の回収は143社で、うち有効回答は127社

③平均値欄（　　）内は単純平均

④2022年の数値は、2023年の回答（了承･妥結を含む）企業と同一企業の数値

⑤127社平均　基本賃金286,504円、年齢40.2歳、勤続14.7年

総　　平　　均 127 社
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2023年春季労使交渉・賃金妥結結果（加重平均）

2023年6月30日

2023年 2022年

社  数 妥 結 額 アップ率 妥 結 額 アップ率
業　　　　　種

【概況】

・当協会が6月30日現在でまとめた「春季労使交渉妥結結果」では、ご回答いただいた127社の総平均で、

妥結額10,416円、アップ率3.38％となり、前年実績（同5,582円、2.15％）と比べ大幅な増加（同4,834円、

1.23％）となった。

・業種別でみると、製造業で「輸送用機器（13,034円、4.01％）」、非製造業で「商業（12,496円、4.33％）」

が、妥結額 1万円超、かつアップ率で4％を超えた。

・改定の実施内容では、「定昇とベアを実施」企業83社（65.3％）が最も多く、次いで「定期昇給のみ実施」

企業が34社（26.8％）、「定昇なしベア実施」企業8社（6.3％）、「賃金改定を行わない」2社（1.5％）。

・なお、物価対策として手当（一時金）を支給した企業は28社（22.0％）となっている。
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